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I 序 論
近年における少子・高齢化の一層の進行と，ま
た地域間格差の拡大といった経済社会情勢の変
化は，とりわけ地方都市における土地利用のあ
り方にも影響を及ぼしている。この背景として，
一部地域で人口減少が本格化するとともに，地
域を支える産業の低迷等によって，土地需要が
低下している点を挙げることができる。とりわ
け，大規模商業施設の郊外立地や公共施設の郊
外移転等によって，中心市街地に空き店舗や空
き地を発生させるとともに，従来の人口集住地
域においては，人口の高齢化と減少とによって，
空き家・空地化が進行している。しかも，その
ような未利用建物や空き地がただちに新たな経
済活動，たとえば産業用地あるいは住宅地とし
て利用されることはなく，低・未利用地として
残存し，しかもそれらが増大して，地方都市の
さらなる空洞化に結びついている（佐々木・張
［2005］）。以上の問題を踏まえ，我が国の土地利
用に関する今後の課題は，適正な土地利用計画
のもと，いかに低・未利用地を解消し，土地の
有効利用を促進していくかである（『平成19年
版土地白書』）。
このような地方都市において，土地の有効利
用を促進する重要な方策は，(i)集積の効果と
成長を通じて都市全体の生産性を高め，都市内
にある土地が生産的な用途に利用転換されたな
らば得られる収益を高めること，(i)土地利
用転換を効率的に行うメカニズムを確立するこ
と，の2つのチャネルを通じて利用転換のイン
センティブを与えることである。
奈良［2007］では，上記に掲げた土地利用転
換のインセンティブを与えるための2つのチャ
ネルのうち，(i)に焦点を当てた分析が行われ
た。具体的には，住宅資本を含む資本蓄積に起
因する集積の経済または集積効果の存在を考慮
した動学一般均衡モデルを構築し，その中で，集
積効果がいかにして都市における生産性の向上
と成長をもたらすか，また，かかる生産性の向
上と成長が土地の有効利用度を高めるかを検討
し，一定の成果を得た。すなわち，資本蓄積が
集積の経済として作用する枠組みにおいて，経
済は初期時点から，実物資本，住宅資本，消費
水準及び地価がいずれも市場利子率に等しい値
で成長するような定常的成長均衡経路に乗り，八戸大学ビジネス学部
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製造業部門における資本のシェアの拡大は，都
市における成長率を高めるとともに，土地の有
効利用度も高めることがわかった。しかるに，奈
良［2007］では，定常的成長均衡への移行過程
が存在しない点，及び成長率が時間を通じて一
定であり，しかも成長率が生産要素のシェア等
外生的なパラメータのみによって規定されるが
ゆえに，政策変更を含む諸要因の変化あるいは
資源配分の変化が経済成長あるいは土地の有効
利用度に及ぼす影響を分析し得ない，という点
で興味深さと分析の発展性に欠けるのみなら
ず，現実の経済のあり方を十分把握するに至っ
ていないと言わざるを得ない。また，奈良［2007］
では，土地利用転換のインセンティブを与える
ための2つ目のチャネルすなわち，土地利用転
換を効率的に行うメカニズムをいかに確立する
かに関して分析が行われていない。
そこで，本論では，この2つ目のチャネルに
焦点を当て，分析することとする。ところで，本
論で想定する土地利用転換を効率的に行うメカ
ニズムを確立するとは，具体的に，土地利用転
換を効率的に行うための社会的資本を整備する
ことである。たとえば，土地を利用転換するに
際して種々の建設・土木工事が必要になるがそ
のための物資の速やかな運搬，工作車両の速や
かな移動には道路整備が必要不可欠である。し
かるに，バブル崩壊後我が国経済は長期間低迷
し，その間税収が落ち込み，国においても，地
方においても厳しい財政事情に直面しているこ
ともあり，道路等社会資本を整備するための公
共投資に予算及び資源を投入することが難しい
状況になっている。しかるに，我が国における
社会資本整備の状況を概観するに，大都市であ
るか地方都市であるかを問わず，改善の余地が
あると言える。たとえば，道路に関して言えば，
都市の中心部から郊外に向かう放射道路は整備
されても環状道路の整備が十分とは言えず，し
たがって都市内の円滑な交通が妨げられてお
り，土地の利用転換をはじめとする諸活動の遂
行を非効率化し，土地の有効利用促進を阻害し，
ひいては経済厚生を低下させている怖れもあ
る。かかる現状を考慮すると，財政事情に関わ
らず，環状道路を整備するような公共投資等公
的支出を的確に行うことは集積効果を通じて都
市の成長と経済厚生を高めるのに必要不可欠で
あると言える。
公的支出が成長を促進させるメカニズムを分
析した先行研究として，Barro［1990］及び
Barro＝Sala-i-Martin［1992］，さ ら に は
Futag-ami＝Morita＝Shibata［1993］及び近藤
［2003］を挙げることができる。このうち，Barro
及びBarro＝Sala-i-Martin，また，近藤におい
ては，フローとしての公共サービスのもたらす
外部効果が，成長を持続させる要因として定式
化されている。とりわけ，近藤では，一括税を
投じて公共インフラを整備することによる輸送
効率の向上が地域の経済成長に及ぼす影響が分
析されている。
しかるに，(i)平成17暦年における公的支
出に占める公的資本形成の割合が約21%と無
視できないほど大きな値であること（『国民経済
計算年報平成19年版』)，(i)近藤が想定する
ような輸送効率を向上させるに際しては，フ
ローとしての公共サービスより，ストックとし
ての輸送インフラの整備が大きな役割を果たす
と 思 わ れ る こ と 等 に よ り，本 論 で は
Futagami＝Morita＝Shibata同様，社会資本
の蓄積に結びつくような公的支出を想定する。
具体的には，ストックとしての社会資本のもた
らす外部効果が，生産活動としての土地利用転
換を効率化し，土地の有効利用度を向上させ，ひ
いては経済成長を促進させるメカニズムを定式
化する。
本論文における次章以下の構成は以下のとお
りである。はじめにIIで，基本的なフレーム
ワークを示す。次のIIIでは，定常的成長均衡の
存在と一意性及びその動学的な性質を論じる。
さらにIVでは，税率の上昇とそれによる社会
資本の整備が土地の有効利用を促進するか，ま
た経済成長率を高めるかを分析する。最後のV
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では，今後の課題と結論を述べる。
II 基本的モデル
閉鎖的な単一の都市において，各経済主体，す
なわち企業及び家計の各時点における行動決定
と市場での取引から，土地利用転換を効率的に
行うための公共投資の財源とすべく，政府が家
計に対して所得税を課すことを考慮した短期均
衡式導出までのプロセスを説明することとす
る。そして経済主体の行動を，Mino and
 
Shibata［1995］及びFutagami and Shibata
［2000］同様，Weil［1989］によって提示された
連続型重複世代モデルの枠組みで論じる。
1. 人口に関する仮定
期生まれの世代の人口を
（2-1) ＝
とおく。このとき，期における総人口 は，
初期値を 0＝1として，
＝ ＝
＝
1
＝
と計算される。すなわち，
（2-2) ＝ .
また，これより，
（2-3) ＝
が得られるから，この経済における人口増加率
は一定率 である。また，以後一貫して労働人
口は総人口に等しいことを仮定する。
2. 企業の行動
完全競争の仮定のもと，両地域とも生産活動
を行う部門として，製造業部門及び土地利用転
換サービス部門を想定する。尚，詳細は各箇所
で説明することとする。
(1) 製造業部門
はじめに，製造業部門は実物資本，土地及び
労働を用いて最終消費財としての製造業製品
（manufactured good）及び資本の生産を行う。
ただし，製造業部門が生産する資本は，知識資
本を包含する実物資本のみである。いま，第 期
における代表的企業の生産物をと し，ま
た，実物資本，製造業部門の生産活動に使用さ
れる土地（以下，産業用地と表示する）及び製
造業部門に投入される労働力をそれぞれ
， ， として，次のようなCobb-
Douglas型の生産関数を想定する。
（2-4) ＝ , , ＝
,
0＜ ＜1,0＜ ＜1,0＜ω＜1,
＋ ＋ω＝1,λ＞0,ε＜0.
上記（2-4）における は，経済全体に存在
する公共資本が生産活動にもたらす正の外部効
果（集積の経済）であり ， は，都市人口
の増大が生産活動にもたらす負の外部効果（集
積の不経済）であるものとする。ここに，両地
域とも企業規模は等しく，企業数はδ≧1であ
るものとする。また， ， ， を，
それぞれ実物資本の総量，製造業部門の生産活
動に使用される土地（産業用地）の総量及び労
働力の総量であるものとすると，以下（2-5a）
～（2-5c）が成立する。
（2-5a) ＝δ ,
（2-5b) ＝δ ,
（2-5c) ＝δ .
ここに，企業数は人口に等しい，すなわち，δ＝
を仮定し，λ＝1－ 及びε＝－ωとおく
と，生産関数（2-4）は，以下（2-4′）のように
書き換えられる 。
（2-4′) ＝ .
ただし， は地域 における製造業部門の
生産水準の（経済全体における）総量であり，
≡ は，総人口 に占める
製造業部門に雇用される労働力の水準
の割合である。
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次に，製造業製品及び実物資本の価格を1と
する（numeraire）。また，資本レンタル率，地
代，製造業部門における名目労働賃金率を，そ
れぞれ ，π ， とおくと，製造業部
門の利潤最大化行動により，以下（2-6)～(2-8）
が導かれる。
（2-6) ＝ ,
（2-7) π ＝ ,
（2-8) ＝ω
.
(2) 土地利用転換サービス部門
土地の用途選択はその時点の土地所有者に
よって行われるため，生産的土地（産業用地及
び住宅地）については毎期売却の際に更地へ利
用転換することとなる。そこで，土地の利用転
換に専業する部門，すなわち，土地利用転換サー
ビス部門の存在を仮定する。土地利用転換は，一
定量の労働力を投入して行われる。第 期に地
域 おいて提供される土地利用転換サービスの
総量を ，投入される労働力及びその労働
力全体に占める割合を，それぞれ 及び
として，また，土地利用転換サービスを生
産するに際して無償で利用可能なストックとし
ての社会資本を として次に示すような簡
単な生産関数を仮定する。
（2-9) ＝
＝ ,＞0.
上記は，土地利用転換サービスの1単位の生産
に必要な労働力は， であることを
意味する。すなわち，Futagami＝Morita＝
Shibataらが想定しているように，ストックと
しての社会資本は，混雑によって生産活動にお
けるサービス水準が低下するが，ここでは製造
業部門同様人口増加による混雑を想定する。い
ま，効率単位で測った1単位の産業用地の利用
転換に，1単位のサービスを投入するものとす
る。また，土地利用転換サービスについては，そ
れぞれの地域で自給自足すること仮定すると，
≡ を効率単位で測った製造
業部門の生産活動に投入される土地の水準とし
て，土地利用転換サービスの需給均衡式は，以
下（2-10）で与えられる。
（2-10) ＝ .
この（2-10）は， ≡ として，以
下（2-10′）のように書き換えることができる。
（2-10′) ＝
いま，土地利用転換サービス1単位の価格を
，土地利用転換部門における名目賃金を
，同部門の第 期における利潤は，労働力
の関数として，
Π ＝ －
と表わされる。したがって，サービス生産量が
正になるような完全競争均衡は，
（2-11) ＝
で与えられる。
3. 家計の行動
(1) 家計の効用関数と最適化問題
いま， 期生まれの代表的家計の 期におけ
る製造業製品の消費水準を , とおく。こ
のとき，同世代が任意の 時点に直面する効用
関数 , は，割引率ρ≧0のもと，
（2-12) , ＝ log ,
と表わされる。ただし，ρ＜ を仮定する。
次に， 期世代の家計の 期における労働所
得及び非人的資産（non-human wealth）をそれ
ぞれ , 及び , とおくと，家計の直面
する予算制約式は，所得税率θのもと以下（2-
13）で表わされる。
（2-13)
,
＝ 1－θ ,
＋ , － , .
ゆえに，家計が直面する最適化問題は，改めて
八戸大学紀要 第36号
― 42―
以下（P）のように記すことができる。
（P) maxlog , ,..
,
＝ 1－θ , ＋ , － , .
上記最適化問題（P）に対応する当該期価値ハ
ミルトン関数を，以下のように構築する。
, , , ,
＝log , ＋ 1－θ ,
＋ , － , .
ただし， は当該期価値ハミルトン関数の随
伴変数である。
最適化の必要条件は以下（2-14），（2-15）及
び（2-16）で与えられる。
（2-14)
1
,
＝ ,
（2-15) ＝ ρ－ 1－θ ,
（2-16) lim , exp－ 1－θ μ μ
＝0.
上記のうち，（2-16）はN.P.G.条件であるが，こ
れは，以下で表わされる横断条件（2-17）と同
値である 。
（2-17) lim , ＝0.
また，（2-14）及び（2-15）より，以下のオイラー
方程式（2-18）を得る。
（2-18)
,
＝ 1－θ －ρ , .
定義2-1 都市における 期世代の家計の 期
における人的資産（human wealth）を , と
おくと，次の（2-19）のように生涯にわたって
得る労働賃金の割引現在価値の合計として定義
することができる。
（2-19) , ＝ 1－θ ,
exp－ 1－θ μ μ .
この定義2-1に関し，以下の定理2-1を得る。
定理2-1 期における消費の割引現在価値の
合計は，非人的資産及び人的資産の和に等しく
なる。すなわち，以下（2-20）が成立する。
（2-20) , exp－ 1－θ μ μ
＝ , ＋ , .
（証明) (2-13）を（2-19）に適用することによ
り，
,
＝
,
－ 1－θ ,
＋ , exp－ 1－θ μ μ
＝
,
exp－ 1－θ μ μ
－ 1－θ ,
exp－ 1－θ μ μ
＋ , exp－ 1－θ μ μ
と計算することができる。いま， μ μ＝
μ とおくと，
（2-21) exp－ 1－θ μ μ
＝
と表わすことができるから，以下（2-19′）が得
られる。
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（2-19′) ,
＝
,
－ 1－θ ,
＋ ,
ここで，部分積分の公式により，
,
＝
,
－ 1－θ ,
が成り立つが，N.P.G.条件（2-16）を考慮する
ことにより，
,
＝ ,
＝－ ,
であるから，これを（2-19′）に適用するとただ
ちに（2-20）を得る。 （証明了)
補題2-2 期世代の家計の 期における製造
業製品の消費水準 , に関して，次の（2-
22）が成立する。
（2-22) lim , exp－ 1－θ μ μ
＝0.
（証明）最適化の必要条件（2-18）より，
, ＝ ,
＝ , exp 1－θ μ
－ρ μ
が得られる。これにより，以下が導出される。
lim , exp－ 1－θ μ μ
＝ lim ,
＝ , lim ＝0.
（証明了)
定理2-3 期世代の家計の 期における製造
業製品の消費水準 , ，非人的資産 ,
及び人的資産 , との間に以下（2-23）が成
立する。
（2-23) , ＝ρ , ＋ ,
（証明) はじめに，（2-20）に（2-21）を適用す
ることにより，
（2-20′) ,
＝ , ＋ ,
が得られる。ところで，
,
＝
,
－ 1－θ ,
が得られるが，右辺第1項にオイラー方程式（2-
18）を適用することにより，
,
＝－ρ ,
となる。この両辺を積分すると，
,
＝－ρ ,
が得られるが，（2-22）を考慮すると，左辺は
－ , に等しくなるから，
, ＝
1
ρ
,
が導出される。これを（2-20′）に適用して，（2-
23）を得る。 （証明了)
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(4) 集計
はじめに，既に定義した代表的家計の非人的
資産 , ，人的資産 , 及び製造業製品
の消費水準 , を， 期において現存して
いる世代全体で集計する。集計された変数とそ
れに相当する個別の変数との関係は以下のとお
りである。
（2-24a) ＝ , ,
（2-24b) ＝ , ,
（2-24c) ＝ , .
ところで，（2-23）を各時点の総人口で集計し，
（2-24a)～(2-24c）を適用すると，以下（2-23′）
が得られる。
（2-23′) ＝ρ ＋ .
次に，（2-21）［定義2-1］を（2-24b）に適用す
ると，
＝ ,
＝ 1－θ ,
exp－ 1－θ μ μ
が得られるが，積分の順序を変えることにより，
＝ 1－θ ,
exp－ 1－θ μ μ
が得られる。上記中括弧は，時点 に生存して
いる主体が稼ぐ税引き後の労働所得である。
いま， 期に共存する全ての世代に労働所得
を等しく分配すると，つまり， , ＝ と
すると，期の総人口が ＝ で表わ
されることを考慮しつつ，以下を得る。
（2-25) ＝ 1－θ
exp－ 1－θ μ μ
(5) 動学体系の構築に向けて
はじめに，（2-21）を考慮しつつ，（2-25）を
時間 で微分すると，以下を得る。
（2-26) ＝ 1－θ ＋
－ 1－θ .
次に，Leibnitz’s Rule を適用しつつ集計さ
れた非人的資産 に関する（2-24a）を時間
で微分することにより，以下（2-27）が成立す
る。
（2-27) ＝ ,
＋
,
.
ここで，世代間の利他的な動機に基づく遺贈が
存在しない重複世代モデルの枠組みのもとでは
, ＝0であること，また，（2-1）及び（2-15）
を考慮しつつ，（2-27），（2-24a）及び（2-24c）
より，
（2-28) ＝ 1－θ
＋ 1－θ －
が導かれる。さらに，（2-23′）の両辺を時間 で
微分し，（2-26）及び（2-28）を適用することに
より，以下（2-29）が得られる 。
（2-29) ＝ 1－θ ＋ －ρ
－ρ .
4. 市場均衡
(1) 労働市場
いま，労働人口が総人口に等しい であ
り，しかもこのモデルにおける産業は，製造業
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部門及び土地利用転換部門の2部門のみである
から，以下の労働市場における需給均衡式（2-
30）が成立する。
（2-30) ＋ ＝ .
この（2-30）の両辺を で除すると，以下（2-
30′）が得られる。
（2-30′) ＋ ＝1.
次に地域内の労働市場における裁定条件は，
これら2部門における貨幣賃金率が等しくなる
こと ＝ ＝ であるから，以下
（2-31）が成立する。
（2-31)
＝ω
＝ .
(2) 土地市場
いま， を 期における遊休地として，以
下の土地市場における需給均衡式を得る。
（2-32) ＋ ＝
(3) 資産市場
はじめに，家計が保有する資産は実物資本，土
地（産業用地及び遊休地）であるから，以下の
資産市場の需給均衡式（2-33）が成立する。
（2-33) ＝ ＋ .
ただし， は 期におけるその用途に関わ
らずすべての土地に共通の取引価格であるが，
この点，野口［1985］及び奈良［1997］，同［2000］，
［2001a］，［2001b］，及び同［2003］で設けた仮
定と同様である。
いま，実物資本は製造業部門において生産さ
れ，その価格は1に基準化されているから，完
全予見の仮定のもと，資産を実物資本として運
用した場合と預金等で運用した場合の裁定条件
（no-arbitrage condition）は，それぞれの収益
率が等しくなること，すなわち， ＝ で
あるから，（2-6）により，以下（2-34）で表わ
される。
（2-34) ＝ .
また，資産を預金等で運用した場合と遊休地と
して運用した場合の裁定条件は，以下（2-35）で
表わされる。
（2-35) ＝ .
また，資産を様々な用途の土地で運用した場合
の裁定条件は，以下（2-36）のように，効率単
位 で 測った 産 業 用 地 の 地 代 π ＝
π が家計の負担する利用転換費用に
等しくなることである。
（2-36) π ＝ .
(4) 政府部門
政府は，住民から徴収した所得税収をもって，
公共投資に充当する。すなわち，
（2-37) ＝θ ＋ .
(5) 財市場
公共投資も既存の資源を費消して行われるこ
とから，以下の財市場均衡式が得られる 。
（2-38) ＝ ＋ ＋ .
III 動学体系
1. 動学体系の構築に向けて
ここでは，本モデルにおける状態変数
あるいは 等の状態変数を決定する微分方
程式体系すなわち動学体系を導出する。
はじめに，（2-7）及び（2-36）より，以下（3-
1）が得られる。
（3-1) ＝ .
上記（3-1）及び（2-31）より， を消去す
ると，
ω
＝
が得られるが，これより，製造業部門の労働力
の割合 は，産業用地の水準 及び資
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本1単位当たり公共サービスの水準 の関
数として表わされる。すなわち，
（3-2) ＝
ω
.
この（3-2）及び（2-10′）を，労働市場の需給均
衡式（2-30′）に適用すると，以下（3-3）のよう
に， が の単調増加関数となる。すな
わち，民間資本-社会資本比率が増大すれば土地
の有効利用度が高まることがわかる。
（3-3) ＝ω＋ ≡
この（3-3）を（3-2）に適用することにより，
については，時点 によらない一定値
をとることがわかる。すなわち，
（3-4) ＝
ω
ω＋
≡ .
また，この（3-4）より，地域 における製造業
部門に雇用される労働力の割合 及び土
地利用転換サービス部門に雇用される労働力の
割合 はともに，時点 によらず，毎期0と
1との間に決定されることがわかる。
次に，（3-3）及び（3-4）を（2-34）に適用す
ることにより，市場利子率 については，公
共資本の水準と実物資本の水準の比率 の
みの関数となることがわかる。すなわち，
（3-5) ＝
ω
ω＋ ω＋
≡ .
また，（3-3）及び（3-4）を（2-7）及び（2-8）
に適用することにより，産業用地の地代π
及び労働賃金の総計 が，いずれも実
物資本の水準 の増加関数として表わさ
れることがわかる。すなわち，
（3-6) π
＝
ω
ω＋ ω＋
,
（3-7)
＝ω
ω
ω＋ ω＋
.
さらに，生産関数（2-4′）は，（3-3）及び（3-
4）を適用することによって，以下（3-8）のよ
うに書き換えることができる。
（3-8)
＝
ω
ω＋ ω＋
≡ .
ただし，
（3-9) ＝
ω
ω＋ ω＋
.
である。すなわち，製造業製品の生産物
は， 及び が時間を通じて一定であ
ることにより， 型ならぬ 型の生
産関数によって表わされる。
2. 定常的成長均衡とその動学的安定性
(1) 定常的成長均衡
本論における定常的成長均衡は，生産水準
，消費水準 ，実物資本 ，社会
資本 さらには土地価格 が時間を通
じて同一の率γで成長するような均衡である。
この点，次章IVで詳しく論じるが，地域におけ
る成長率γは，（2-35）及び（3-5）より，以下
（3-10）で与えられる。
（3-10) γ ＝
＝
ω
ω＋ ω＋
＝
すなわち，成長率γが，市場利子率と等しくな
る点では奈良［2007］と同様である。
しかるに本モデルにおける成長率は，民間資
本-社会資本比率 の単調増加関数となり，
税率θを増減するような政策変更によって，
も増減し，それに応じて成長率も増減する
ことがわかるが，この点で奈良［2007］とは大
きく異なる。
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(2) 動学的体系の構築
はじめに， ≡ 及び ≡
とおくと，社会資本の蓄積式（2-
37）の両辺を で除することにより，（3-7）
及び（3-10）を考慮して，
（3-11)
＝θ 1＋ ＋ 1－
を得る。次に，財市場の需給均衡式（2-38）に
（3-8）及び（3-11）を適用し，両辺を で
除することにより，以下（3-12）が得られる。
（3-12)
＝ － －θ
1＋ ＋ 1－ .
さらに，（2-33）を考慮しつつ，（2-29）の両辺
を で除すると，以下（3-13）が得られる。
（3-13)
＝ 1－θ ＋ －ρ
－ ρ1＋ .
最後に，（3-10）を考慮しつつ，（2-35）より，以
下（3-14）を得る。
（3-14) ＝
いま，（3-12）及び（3-13）より，以下（3-15）
が得られる 。
（3-15) ＝ ＋ － 1－θ 1－
＋θ ＋ －ρ
－ ρ1＋ ≡Γ , , .
次に，（3-14）から（3-12）を辺々差し引くこと
により，
（3-16) ＝ － 1－ ＋
＋θ
＋
≡Λ , ,
が導かれる。最後に，（3-11）及び（3-12）より，
以下（3-17）を得る。
（3-17) ＝θ1＋
＋
＋ －
≡Ω , ,
以上（3-15），（3-16）及び（3-17）が3状態
変数 ， 及び に関する完全な動学
体系を構成する。
(3) 定常的成長均衡の存在と一意性
定常的成長均衡においては，
＝ ＝ ＝0
が成立するから， ， 及び を，それぞれ定常
状態における ， 及び として，（3-
15），（3-16）及び（3-17）より，以下（3-18），
（3-19）及び（3-20）が成立する。
（3-18) ＋ － 1－θ 1－ ＋θ
＋ －ρ ＝ ρ1＋ ,
（3-19) 1－ ＝ ＋θ ＋ ,
（3-20) ＝θ1＋ ＋ ＋ .
上記のうち，（3-18）及び（3-19）より，以下（3-
21）が得られる。
（3-21) －ρ－θ ＝ ρ1＋ .
また，（3-19）及び（3-20）より，以下（3-22）
が得られる。
（3-22) ＝θ1＋ .
さらに，（3-19），（3-22）より，以下（3-23）が
得られる。
（3-23) ＝ 1－ － .
ところで，（3-22）を（3-21）右辺に，（3-23）を
（3-21）左辺にそれぞれ適用することにより， ，
を消去すると，以下（3-24）が導かれる。
（3-24) －ρ－θ 1－ －
＝ ρ
－θ1－
θ
すなわち，（3-24）を について解くと，定常的
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成長均衡における民間資本-社会資本比率 が
求められ，この結果を（3-23）及び（3-22）に
適用することで，それぞれ ， が求められる。
以下に，定理3-1として，定常的成長均衡にお
いて， ＞0， ＞0及び ＞0が存在するための
必要十分条件を示す。
定理3-1 定常的成長均衡において， ＞0， ＞
0及び ＞0が存在するには，民間資本-社会資
本比率 に関して以下（3-25）及び（3-26）が
満たされねばならない（必要性）。逆に，以下（3-
25）及び（3-26）が満たされる場合，定常的成
長均衡 ＞0， ＞0及び ＞0が存在する（十分
性）。
（3-25) ＜
－ρ
θ
,
（3-26)
1－ θ
＜ ＜
1－
.
（証明) (3-25）が成り立たない，すなわち，
≧
－ρ
θ
である場合，（3-21）において， ＞0ならば，1
＋ ≦0⇔ ≦－1となり， ＞0と ＞0は同時
に成立しない。また，（3-26）の前半の不等号が
成り立たない，すなわち，
≦
1－ θ
が成立する場合，（3-22）より，
1＋ ＝
－θ1－
θ
≦0⇔ ≦－1
であるから， ＞0が存在するには，
＞
1－ θ
が必要である。さらに，（3-26）の後半の不等号
が成り立たない，すなわち
≧
1－
である場合，（3-23）において，＞0である限り，
≦0となり， ＞0と ＞0は同時に成立しな
い。
以上により，（3-25）及び（3-26）が定常的成
長均衡 ＞0，＞0及び ＞0が存在することの
必要条件であることがわかる。定理の後半部分，
すなわち（3-25）及び（3-26）の十分性は自明
である。 （証明了)
いま， に関する2つの関数 及び
を，以下（3-27）及び（3-28）のように定義する。
（3-27) ＝ －ρ－θ ,
（3-28) ＝
ρ
θ
－θ1－
1－ －
.
すなわち， ＝ は，（3-26）が成り立つ
限りにおいて，（3-24）と同値であることは言う
までもない。ところで，（3-28）が，
（3-28′) ＝－
ρ
θ
1－θ 1－
－
1－
－
ρ
θ
と変形することができること等により， 及
び は，パラメータの値に関するある仮定
のもとで，たとえば，次頁の図III-1a及び図III-
1bのように描くことができる 。つまり，厳密な
議論ではないが，定理3-1を満たす ＞0が一
意に存在し得る。
(4) 定常的成長均衡の動学的安定性
ここでは，定常的成長均衡が局所的にいかな
る動学的性質をもつかを検討する。はじめに，
（3-15），（3-16）及び（3-17）を，定常的成長均
衡 ,, の近傍で線形近似することにより，
以下（3-29）のような定数係数連立線形微分方
程式にまとめることができる。
（3-29) ＝
Γ
Λ
Ω
Γ
Λ
Ω
Γ
Λ
Ω
－
－
－
.
ただし，Γ，Γ 及びΓ は，Γ , ,
をそれぞれ， ， 及び で偏微分し，
均衡点 ,, で評価したものであり，以下
（3-30a），（3-30b）及び（3-30c）のように計算
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される。
（3-30a) Γ＝ ＋ －ρ－θ ,
（3-30b) Γ＝－ ρ＋θ ,
（3-30c) Γ＝－ 1－θ 1－
－ ＋θ .
また，Λ，Λ 及びΛ は，Λ , , を
それぞれ， ， 及び で偏微分し，均
衡点 ,, で評価したものであり，以下（3-
31a），（3-31b）及び（3-31c）のように計算され
る。
図III-1a; ＞0の一意性
図III-1b; ＞0の一意性
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（3-31a) Λ＝ ,
（3-31b) Λ＝θ ,
（3-31c) Λ＝－ 1－ － .
さらに，Ω，Ω 及びΩ は，Ω , ,
をそれぞれ ， 及び で偏微分し，均
衡点 ,, で評価したものであり，以下（3-
32a），（3-32b）及び（3-32c）のように計算され
る。
（3-32a) Ω＝ ,
（3-32b) Ω＝θ 1＋ ,
（3-32c) Ω＝ 1＋ － ＋ .
いま，定数係数連立線形微分方程式（3-29）の
定数係数行列を，
＝
Γ
Λ
Ω
Γ
Λ
Ω
Γ
Λ
Ω
とおき， の行列式をdet ，対角要素の和を
tr とおく。また，3次正方行列 の3つの固
有値をμ,μ,μとおくと，μ,μ,μは以下の特
性方程式（3-33）の解である。
（3-33) μ－trμ＋ μμ＋μμ＋μμ μ
－det ＝0.
このとき，3特性根μ,μ,μとdet 及びtr
の符号に関して以下の補題3-2を得る。
補題3-2 特性方程式（3-33）の3つの特性根
μ,μ,μのうち1根のみ（あるいは1根の実部
のみ）が負であるための必要十分条件は，以下
（3-34）及び（3-35）がともに成り立つことであ
る。
（3-34) det ＜0,
（3-35) tr ＞0.
（証明) 特性方程式（3-33）は，以下（3-33′）に
書き換えることができる。
（3-33′) μ－μ μ－μ μ－μ ＝0.
この，（3-33′）を（3-33）と対比させることによ
り，
det ＝μμμ,tr ＝μ＋μ＋μ
であることが容易にわかる。
いま，det ≧0であれば，3根（うち2根が
互いに共役な虚根であればその実部）全てが非
負あるいは1根のみ（あるいは1根の実部のみ）
が非負で2根（互いに共役な虚根であればその
実部）が非正のいずれかであり，1根のみ（ある
いは1根の実部のみ）が負にはなりえない。し
たがって，det ＜0でなければならない。また，
det ＜0である場合，tr ≦0であれば，3根
（うち2根が互いに共役な虚根であればその実
部）全てが非正となる。すなわち，1根のみ（あ
るいは1根の実部のみ）が負になるには，tr ＞
0が成り立たねばならない。以上で必要性が証
明された。
逆に（3-34）及び（3-35）がともに成り立つ
場合，特性根μ,μ,μのうち1根のみ（あるい
は1根の実部のみ）が負になることは自明であ
ることから十分性がしたがう。 （証明了)
定理3-3 定常的成長均衡 ,, に収束する
経路が ,, の近傍において一意に存在す
るための必要十分条件は，定数係数連立線形微
分方程式（3-29）の定数係数行列 に関して補
題3-2の（3-34）及び（3-35）がともに成り立
つこと，すなわち， の特性根のうち1根のみ
（あるいは1根の実部のみ）が負になることであ
る 。
（証明) 定数係数行列 の特性根がいずれも
実根になる場合に限定して証明する。
はじめに，定数係数連立線形微分方程式（3-
29）の定常的成長均衡 ,, の近傍における
解経路は，以下（3-36）で表わされる。
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（3-36)
－ ＝ ＋
＋ ,
－ ＝ ＋
＋ ,
－ ＝ ＋
＋ .
ただし， , ,.., は，特性根μ,μ,μの固
有ベクトルの要素であり ， , , は任意定
数である。いま，3つの特性根のうち，μのみが
負であることを仮定すると， ,, の近傍に
おいて ,, に収束する経路を表わす式は，
以下で与えられる。
（3-37)
－ ＝ ,
－ ＝ ,
－ ＝ .
この（3-37）より，初期時点 ＝0においては，
以下が成立する。
（3-37′)
0－ ＝ ,
0－ ＝ ,
0－ ＝ .
しかるに，状態変数の初期値 0， 0及び
0のうち，値が定まっているのは 0のみ
であるから，（3-37′）の3番目の式より，任意定
数 が決定され，1番目，2番目の式より
及び の初期値 0及び 0が一意に決
定される。このことは，1根のみが負になること
により，定常的成長均衡に収束する解経路が一
意に定まることを意味する。
逆に特性根μ,μ,μのうち3根すべてが負
になる場合，2根が負になる場合は，いずれも定
常的成長均衡に収束する解経路が局所的に無数
に存在することになり，1根も負にならない場
合，定常的成長均衡に収束する解経路は存在し
ない。 （証明了)
ところで，det ，tr は，それぞれ，以下（3-
38），（3-39）で与えられる。
（3-38) det ＝θ －ρ
－θ 1－
－ 1＋ －
ρ
θ
－θ ,
（3-39) tr ＝ 1－ ＋
ρ1＋
＋ －θ－ .
これらdet 及びtr の符号を解析的に確定
することは困難である。したがって次のIVに
おいて税率θが変化することによる比較静学
分析を，パラメータを特定化することによって
行うが，その際，det 及びtr の符号につい
ても検証する。
IV 公共投資と経済成長
直前のIIIでは，経済を表わす動学体系を，3
つの状態変数 ， 及び に関する連
立微分方程式（3-15），（3-16）及び（3-17）に
まとめ，定常的成長均衡 ,, の存在と一意
性を示すとともに， ,, に収束する経路が
一意に定まるための条件を検討した（定理3-
3）。仮に，そのような条件が満たされる場合，歴
史的に与えられた 0のもと， 0， 0を適
当に選択することによって，経済は一定時間経
過後， ,, に収束し，以後そこに止まる。定
常的成長均衡における民間資本-社会資本比率
を求める式（3-24）を以下に改めて（4-1）とし
て再掲する。
（4-1) －ρ－θ 1－ －
＝ ρ
－θ1－
θ
また，定常的成長均衡に収束した後には，生産
水準 ，消費水準 ，実物資本 及
び土地価格 ，さらには社会資本 が，
時間を通じて以下（4-2）で表わされるような一
定率γ で成長することになる 。
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（4-2) γ＝
＝
ω
ω＋ ω＋
＝ .
また，生産的な用途に利用される土地の水準
も以下（4-3）で表わされるように，定常
的成長均衡に収束した後には一定の値をとる。
（4-3) ＝ω＋ ＝
しかるに，税率θの増減が ，γ， に及ぼ
す影響を比較静学によって解析的に分析するの
は困難である 。したがって，ここでは，税率θ
の増減が及ぼす影響につき，パラメータの値を
特定化することによって検討することとする。
モデルの説明の箇所（II）で設定したパラメータ
のうち， ,ρ,,,ω，また， , , の各値を
以下のように固定する。
＝0.008,ρ＝0.005,＝0.200,＝0.300,
ω＝0.500,
＝5.000, ＝5.000, ＝0.500
上記のうち，ω＝0.500としたのは，平成17暦年
における国内総生産に占める雇用者報酬の割合
が約0.52であることによる（『国民経済計算年
報平成19年版』）。
ここでの分析は，税率θの値を0.0001から
0.0060まで0.0001刻みで増やしていき，それら
に対応する民間資本-社会資本比率 ，成長率
γ，さらには遊休地の割合 を，（4-1），（4-
2），（4-3）及び（2-32）より計算し，その結果
をそれぞれ次頁の図IV-1及びIV-2，次々頁の
IV-3に表わした。
図IV-1，IV-2によれば，税率θが増大する
ことによって民間資本-社会資本比率 ，経済成
長率γ は当初単調に増大するが，θがある臨
界点を超えると単調減少に転じることがわか
る。そのような ，γ を最大化するθは，0.0025
と0.0026の間に求めることができる。また，図
IV-3によれば， ，γ を最大化するθは，遊休
地の割合 を最小化することもわかる。
尚，数値シミュレーションを行うに際して設
定したθの範囲においては，det ＜0及び
tr ＞0がいずれも満たされている。このこと
は，定常的成長均衡 ,, に収束する経路
が，少なくとも ,, の近傍においては一意
に存在するための必要十分条件が満たされてい
ることを意味する。
以上に示した数値シミュレーションの結果が
意味することは，適切な税率のもと，所得税を
財源として公共投資を行うことにより，都市に
おける成長率及び土地の有効利用度がともに高
まる点である 。逆に税率が高すぎる場合，民間
の生産活動が阻害され，却って都市における土
地の生産性が低下し，成長率も低下する。
V 結 語
直前のIVまでにおいて行った一般均衡動学
モデルによる分析と，分析結果を改めて記すと
以下のようになる。すなわち，資本蓄積が集積
効果として作用し，公共投資による社会資本の
整備が土地利用転換を効率化する枠組みにおい
て，あるパラメータの組み合わせと適切な初期
値の設定のもとでは，実物資本，社会資本，消
費水準及び地価がいずれも市場利子率に等しい
値で成長するような定常的成長均衡に向かう経
路に収束し，そこに止まる。そして，公共投資
の財源としての所得税率がある一定以下の水準
のもとでは，税率を高めて社会資本の整備を進
めることにより，都市における成長率を高める
とともに，土地の有効利用度も高める。すなわ
ち，遊休地の割合を低下させる。
しかるに，本論においては，奈良［2007］同
様，閉鎖的な単一の都市が分析の対象となって
いるに過ぎないため，都市の公共投資の配分の
変化が地域間の人口移動及び資本移動を通じ
て，地域の成長あるいは土地の有効利用度に及
ぼす影響を分析することが不可能である。前出
近藤［2003］においても，2つの地域間の公共投
資の配分変化がそれぞれの地域の経済成長及び
経済厚生に及ぼす影響が分析されている。した
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がって，近藤，Funke＝Strulik［1999］，Fujita
［2003］及びBrocker［2004］にならい，モデル
を開放体系に拡張して分析する，具体的には人
口，資本のいずれかあるいはその両方が地域の
境界を超えて移動するような枠組みに拡張して
分析することを今後の課題とする。
図IV-1;税率（θ）の変化が民間資本－社会資本比率（g）に及ぼす影響
図IV-2;税率（θ）の変化が経済成長率（γ）に及ぼす影響
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注
1) 奈良［2007］で引用したと同様，Arrow
［1962］あるいは，Romer［1986］が主張す
るような，生産活動に対する外部効果を意
味する。
2) ところで，経済全体の製造業部門の生産関
数（2-4′）は，以下（a-1）のようにも書き
換えることができる。
(a-1) ＝
.
この（a-1）より，民間資本の蓄積が外生的
に土地増大的技術進歩及び労働増大的技術
進歩を同時にもたらすことがわかる。また，
その意味で， ≡ は，効率単
位で測った製造業部門の生産活動に投入さ
れる土地の水準であると解釈できる。
3) N.P.G.条件（2-16）と横断条件（2-17）が
同値であることは，以下のように証明する
ことができる。いま， μ μ＝ μとお
くと，
exp－ 1－θ μ μ＝
であるから， ≠0を考慮すると，（2-
16）は，以下（a-2）と同値である。
(a-2) lim , ＝0.
ここに，（2-15）より，
＝ 0exp ρ－ 1－θ
＝ 0
が得られるから，以下が計算される。
, ＝ 0
, ＝ 0 ,
しかるに， 0≠0であるから，（a-2）より，
以下がしたがう。
lim , ＝ 0
lim , ＝0.
4) Leibnitz’s Ruleとは， ＝ , と
おくと，
図IV-3;税率（θ）の変化が遊休地の割合に及ぼす影響
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(a-3) ′ ＝ β , β′
－ α , α′
＋
,
.
が成立するという公式である（Kamien and
 
Schwartz［1991］参照）。
5) (2-29）は以下に示すように，（2-23′）の両
辺を時間 で微分し，（2-26），（2-28）及び
再び（2-23′）を適用することにより，導出
される。
＝ρ ＋
＝ρ 1－θ ＋ 1－θ
－ ＋ρ 1－θ ＋
－ 1－θ ＝ρ 1－θ
－ ＋ 1－θ ＋
＝ρ1－θ －ρ
＋ρ 1－θ ＋
1
ρ
－
＝ 1－θ ＋ －ρ －ρ .
6) 財市場の均衡式（2-38）は，以下のプロセス
によっても導出することができる。はじめ
に，（2-33）の両辺を時間 で微分すると，
（2-35）を考慮しつつ，
(a-4) ＝ ＋
が得られる。他方，（2-28）より，（2-37）を
考慮しつつ以下が導出される。
(a-5) ＝ ＋
－ －
上記（a-4）及び（a-5）より，（2-30），（2-35）
を考慮しつつ，以下を得る。
＋ ＋
＝ ＋ ＋
さらに，（2-10）及び（2-11）を考慮するこ
とにより，
＋ ＋
＝ ＋ ＋
が計算されるが，この右辺に（2-36）を適用
すると，生産関数（2-4）あるいは（2-4′）の
1次同次性により， に等しくなること
がわかるから，（2-38）を得る。
7) (3-13）から ×(3-12）を減じることによ
り，
(a-6) ＝ － 1－θ ＋
－ρ ＋θ
＋
－
＋ － ρ1＋
が得られるが，これより，（3-15）がしたが
う。
8) 図III-1a及びbでは，それぞれ，以下（a-7）
及び（a-8）が仮定されている。
(a-7)
－ρ
θ
＜
1－
(a-8)
－ρ
θ
＞
1－
9) 定常的均衡に収束する解経路が一意である
ための必要十分条件は先決変数と安定根の
数が等しくなることの一般的な証明は，
Buiter［1984］によってなされている。
10) 固有値μ,μ,μの固有ベクトルをそれぞ
れ , , とおくと，以下のようになる。
＝ , ＝ , ＝ .
11) 状態変数のうち非先決変数の初期値を適切
に選択することによって経済が，一定時間
経過後，定常的成長均衡 ,, に収束
し，そこに止まる経路が最適な経路である
ことは奈良［2007］と同様に証明することが
できる。
12) (4-1）を税率θについて全微分し，整理す
ると，以下（a-9）のようになる。
(a-9) θ
＝
det
θ － ρ1＋
＝
det
－ρ － ρ1＋
－ ρ1＋
13) Futagami＝Morita＝Shibataで行われて
いるのと同様，本来ならば経済成長率を最
大化する税率θ＝θ が，同時に生涯効用あ
八戸大学紀要 第36号
― 56―
るいは経済厚生を最大化する税率であるか
すなわち最適税率になり得るかを検討しな
ければならないが，その点については今後
の課題とする。
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